
JP 2012-512776 A 2012.6.7

10

(57)【要約】
　本発明は、ハイブリッド車両の液圧式の車両ブレーキ
装置（１）のブレーキ操作を制御する方法であって、ハ
イブリッド車両は電動モータ（１２）のジェネレータモ
ードにより制動可能である。電動モータ（１２）のブレ
ーキ作用を補償するために本発明は、電動モータ（１２
）によって制動される車両ホイールのホイールブレーキ
（４）内のホイールブレーキ圧をブレーキ圧減圧弁（８
）の開放により減じるようになっている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自動車の液圧式の車両ブレーキ装置（１）のブレーキ操作を制御する方法であって、前
記自動車は電動モータ（１２）を有しており、該電動モータ（１２）は前記自動車を制動
するためにジェネレータとして運転可能であり、前記車両ブレーキ装置（１）は筋力操作
可能な、ホイールブレーキ（４）が接続されているマスタブレーキシリンダ（２）と、弁
（８）を介して車両ブレーキ装置（１）に接続されている液圧貯蔵器（１１）とを有して
いる、自動車の液圧式の車両ブレーキ装置のブレーキ操作を制御する方法において、
　ブレーキ操作時に前記電動モータ（１２）をジェネレータとして運転して、前記弁（８
）の開放によりブレーキ液の体積を前記液圧貯蔵器（１１）内に案内し、これにより前記
ホイールブレーキ（４）におけるホイールブレーキ圧を減じることを特徴とする、自動車
の液圧式の車両ブレーキ装置のブレーキ操作を制御する方法。
【請求項２】
　前記マスタブレーキシリンダ（２）を操作する筋力及び／又は操作ストロークと前記自
動車の減速との関係が、前記電動モータ（１２）のジェネレータモードでない制動時と同
じであることを特徴とする、請求項１記載の方法。
【請求項３】
　ブレーキ力倍力装置（１３）の倍力要素を、前記電動モータ（１２）をジェネレータモ
ードによってブレーキ操作する場合に減じることを特徴とする、請求項１記載の方法。
【請求項４】
　前記車両ブレーキ装置（１）はスリップ制御部を有しており、前記弁（８）はブレーキ
圧減圧弁（８）であり、該ブレーキ圧減圧弁（８）はホイールブレーキ圧を減じるために
スリップ制御時にホイールブレーキ（４）に接続されていることを特徴とする、請求項１
記載の方法。
【請求項５】
　前記車両ブレーキ装置（１）は液圧ポンプ（９）を有しており、該液圧ポンプ（９）に
よって前記ホイールブレーキ（４）内のホイールブレーキ圧を形成しかつ高めることがで
きることを特徴とする、請求項１記載の方法。
【請求項６】
　ジェネレータモードの前記電動モータ（１２）によって制動する前記車両ホイールのホ
イールブレーキ（４）におけるホイールブレーキ圧を減じることを特徴とする、請求項１
記載の方法。
【請求項７】
　ブレーキ力倍力装置（１３）は前記マスタブレーキシリンダ（２）の筋力操作エレメン
ト（１５，１９）と、前記マスタブレーキシリンダ（２）のピストンとの間の相対運動を
可能にすることを特徴とする、請求項１記載の方法。
【請求項８】
　ブレーキ力倍力装置（１３）は電気機械式のブレーキ力倍力装置であることを特徴とす
る、請求項１記載の方法。
【請求項９】
　前記車両ブレーキ装置（１）は、ブレーキ操作時に筋力に対して付加的に補助力を前記
マスタブレーキシリンダ（２）に供給するブレーキ力倍力装置（１３）を有していること
を特徴とする、請求項１記載の方法。
【請求項１０】
　補助力としてマスタブレーキシリンダ（２）のピストンを加圧する力を有する電気機械
式のアクチュエータ（２２）を備えている、ブレーキ操作のために液圧式の車両ブレーキ
装置の前記マスタブレーキシリンダに供給される筋力を倍力するための電気機械式のブレ
ーキ力倍力装置において、
　前記ブレーキ力倍力装置（１３）は切換え可能なクラッチ（２３）を有しており、該ク
ラッチ（２３）は入力状態においてアクチュエータ（２２）を筋力操作エレメント（１５
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，１９）に接続して、前記マスタブレーキシリンダ（２）の操作方向に相対する前記アク
チュエータ（２２）の力が前記筋力操作エレメント（１５，１９）に伝達可能であること
を特徴とする、ブレーキ操作のために液圧式の車両ブレーキ装置のマスタブレーキシリン
ダに供給される筋力を倍力するための電気機械式のブレーキ力倍力装置。
【請求項１１】
　前記クラッチ（２３）によって最大限伝達可能な力は制限されていることを特徴とする
、請求項１０記載のブレーキ力倍力装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電動モータを備えた、ブレーキ力倍力装置を有する自動車の液圧式の車両ブ
レーキ装置のブレーキ操作を制御する、請求項１の上位概念部に記載の特徴を備えた方法
に関する。さらに本発明は、本発明に係る方法のために特別に形成されている、独立請求
項１０の上位概念部の特徴を備えた電気機械式のブレーキ力倍力装置に関する。本発明に
おいては、制御及び開・閉ループ制御の区別はなく、本発明において制御は開・閉ループ
制御も含み、またその逆も含む。ブレーキ操作とは、足又は手の筋力によって車両運転者
による車両ブレーキ装置の操作のことである。自動車は、駆動装置、特に専ら電動モータ
又は複数の電動モータを備えた電気車両であってもよい。特に本発明は、内燃機関及び付
加的に電動モータ又は複数の電動モータを有しているハイブリッド車両のために設けられ
ている。エネルギの回収のために、電動モータはジェネレータとして制動のために運転す
ることができる。電動モータをジェネレータとして駆動するための駆動モーメントは、ブ
レーキモーメントとして自動車を減速させる。ジェネレータモードにより形成された電流
はアキュムレータに蓄えられ、自動車の駆動のために電動モータに提供される。
【０００２】
　ジェネレータモードの電動モータのブレーキ作用は、とりわけ車両速度に基づき、例え
ばアキュムレータの充填状態にも基づく。アキュムレータが完全に充電されている場合に
は、ブレーキ作用はほぼ０である。速度が低い場合でもブレーキ作用は低く、車両停止状
態では０にまで減少する。したがって自動車の制動には、液圧式の車両ブレーキ及びジェ
ネレータモードの電動モータが一緒に必要である。制動のために液圧式の車両ブレーキ装
置が関与しなければならない割合は、０～１００％の間において変動する。ジェネレータ
モードの電動モータと液圧式の車両ブレーキ装置とがブレーキ作用に関与する割合の制御
は、「ブレンド（Verblenden）」と称呼される。
【０００３】
　上述の「ブレンド」を車両運転者に委ねることが可能であり、つまり、車両運転者はジ
ェネレータモードの電動モータのブレーキ作用のブレーキ操作のために自身の筋力を適合
させる。
【０００４】
　ブレーキストロークを延長してはならない、というジェネレータモードの電動モータを
備えた自動車の制動に対する不可避の要求がある。
【０００５】
　電気液圧式の車両ブレーキ装置において、上述のブレンドは車両運転者には比較的簡単
に可能である。電気液圧式の車両ブレーキ装置は外力ブレーキ装置である。この外力ブレ
ーキ装置において、ブレーキ操作に必要なエネルギは、車両運転者の筋力によってではな
く、専ら外部エネルギ供給装置によってもたらされる。ブレーキ圧は液圧ポンプにより形
成される。車両運転者は、ブレーキペダルにブレーキ力のための目標値を設定する。
【０００６】
　液圧式の車両ブレーキ装置は自体公知であり、本発明においては詳細に説明しない。ホ
イールスリップ制御部を備えた液圧式の車両ブレーキ装置も公知である。ホイールスリッ
プ制御部は各ホイールブレーキに対して、ブレーキ圧増圧弁とブレーキ圧減圧弁とを有し
ている。これらのブレーキ圧増圧弁とブレーキ圧減圧弁とによって、ホイールブレーキ圧
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、ひいてはスリップ制御という目的のために各ホイールブレーキのブレーキ力が制御可能
、つまり開・閉ループ制御可能である。制動時の車両ホイールのロックを回避するために
ホイールブレーキ圧を減じることも、始動及び／又は加速時の駆動される車両ホイールの
空転を回避するか又は制限するためにホイールブレーキ圧を形成することもでき、臨界的
な走行状態において加速エネルギを減じるために、個々の車両ホイールを有利に制動する
こともできる。
【０００７】
　公知の構造及び機能を有する近年の負圧式ブレーキ力倍力装置は一般的であると考えら
れるので、本明細書においては説明しない。マスタブレーキシリンダの操作のための補助
力を、例えば電気モータ式又は電磁式に形成する電気機械的なブレーキ力倍力装置も公知
である。例えばドイツ連邦共和国特許出願公開第１００５７５５７号明細書において、ブ
レーキ操作のための補助力を形成する電磁石又はリニアモータを備えた電気機械的のブレ
ーキ力倍力装置が公知になっている。負圧式ブレーキ力倍力装置のように、電気機械式の
ブレーキ力倍力装置も、車両運転者によって供給される筋力に対して付加的に、ブレーキ
力倍力装置によって形成される補助力を、ブレーキ圧を増幅するために車両ブレーキ装置
のマスタブレーキシリンダに提供する。
【０００８】
　本発明の使用は、電気的な駆動モータではなく制動のために使用されるジェネレータを
有する自動車又はその他の車両にとっても可能である。
【０００９】
　本発明の開示
　ブレーキ操作時の制御のために請求項１の特徴を備えた本発明に係る方法が設定されて
いる液圧式の車両ブレーキ装置は、筋力により、つまり足又は手により操作可能なマスタ
ブレーキシリンダを有している。このマスタブレーキシリンダに、液圧式のホイールブレ
ーキ、例えばディスクブレーキ又はドラム式ブレーキが接続されている。ブレーキ力倍力
装置はマスタブレーキシリンダの操作力を高める。ブレーキ力倍力装置自体は、とりわけ
本発明に係る方法にとって絶対に必要ではない。さらに制御可能な弁、特に磁石弁又は電
磁弁を介して、有利には良好な制御性のために比例弁を介して、液圧貯蔵器が車両ブレー
キ装置に接続されている。
【００１０】
　車両ブレーキ装置を備えた制動される自動車は、冒頭で述べたように、特に自動車の制
動のためにジェネレータとして運転可能である電動モータを備えた電気又はハイブリッド
車両である。電動モータが制動時にジェネレータとして運転され、電動モータがどの程度
ブレーキ作用に寄与するかは、各走行状況、特に車両速度及び要求されるブレーキ力若し
くはブレーキ作用、例えばアキュムレータの充填状態にも基づく。アキュムレータは、ジ
ェネレータモードの自動車の電動モータが形成する電流によって充填される。ジェネレー
タモードの電動モータがブレーキ作用に寄与する割合は変動し、０～１００％の間にある
。
【００１１】
　本発明は、ブレーキ操作において電動モータがジェネレータとして運転される場合、弁
の開放によりブレーキ液体積を液圧貯蔵器内に案内するようになっている。これにより、
ホイールブレーキ又は車両ブレーキ装置におけるブレーキ圧は減じられ、同様に該当する
ホイールブレーキのブレーキ作用も減じられる。つまり本発明によれば、液圧式の車両ブ
レーキ装置のブレーキ作用は減じられるので、ジェネレータモードの電動モータのブレー
キ作用が完全に又は部分的に補てんする。ブレーキ圧及びブレーキ作用の制御のために、
弁は部分的に又は一時的に開放され、スリップ制御中のように調節されて制御することが
できる。
【００１２】
　本発明は、電動モータのブレーキ作用がない場合と同じペダル感覚及びペダル特性を、
ジェネレータモードの電動モータによるブレーキ操作時に可能にする、という利点を有し
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ている。車両運転者は、ブレンド、つまりブレーキング中の成分が変動する場合ですら、
ブレーキ作用の一部分がジェネレータモードの電動モータによってもたらされることに気
づかない。ブレーキペダルの位置、ペダル力及びブレーキ作用の依存関係は、電動モータ
のジェネレータモードから独立しているか、いずれにしても上述の依存関係の変化は小さ
いので、車両運転者は上述の変化を認識しない。とりわけ本発明は、ペダル位置、ペダル
力及びブレーキ作用の間の依存関係が認識可能に変化する場合にも実現される。手動操作
の車両ブレーキ装置において、ペダル位置及びペダル力の代わりに、ハンドブレーキレバ
ーの位置及びハンドブレーキレバーに供給されるハンド力が生じる。
【００１３】
　従属請求項は、請求項１に記載の発明の有利な構成及び改良形を対象としている。
【００１４】
　独立請求項１０の対象は、本発明に係る方法を実施するために専用に構成されているブ
レーキ力倍力装置である。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明に係る方法を実施する、液圧式の車両ブレーキ装置の液圧回路図である。
【図２】本発明に係る電気機械式のブレーキ力倍力装置の概略図である。
【００１６】
　以下に、本発明を図示の実施の形態に基づいて詳細に説明する。
【００１７】
　本発明の実施の形態
　図面に示す本発明に係る液圧式の車両ブレーキ装置１は、スリップ制御部（ＡＢＳ：ア
ンチロックブレーキシステム、ＡＳＲ：トラクションコントロール、ＦＤＲ：ビークルダ
イナミクスコントロール、ＥＳＰ）を有している。スリップ制御部は、２つのブレーキ系
統Ｉ，ＩＩを備えた２系統ブレーキ装置として形成されている。これらのブレーキ系統Ｉ
，ＩＩはマスタブレーキシリンダ２に接続されている。各ブレーキ系統Ｉ，ＩＩは分離弁
（Trennventil）３を介してマスタブレーキシリンダ２に接続されている。これらの分離
弁３は通電されていない基本状態においては開放した２ポート／２位置磁石弁又は電磁弁
である。分離弁３にマスタブレーキシリンダ２からホイールブレーキ４へ貫流可能な逆止
弁５が液圧式に夫々並列接続されている。各ブレーキ系統Ｉ，ＩＩの分離弁３にホイール
ブレーキ４がブレーキ圧増圧弁６を介して接続されている。ブレーキ圧増圧弁６は通電さ
れていない基本状態においては開放した２ポート／２位置磁石弁である。これらの２ポー
ト／２位置磁石弁に逆止弁７が並列接続されている。これらの逆止弁７はホイールブレー
キ４からマスタブレーキシリンダ２に向かって貫流可能である。
【００１８】
　各ホイールブレーキ４にブレーキ圧減圧弁８が接続されている。これらのブレーキ圧減
圧弁８は共通して液圧ポンプ９の吸込み側に接続されている。ブレーキ圧減圧弁８は通電
されていない基本状態において閉鎖した２ポート／２位置磁石弁として形成されている。
液圧ポンプ９の吐出側は、ブレーキ圧増圧弁６と分離弁３との間に接続されている。つま
り、液圧ポンプ９の吐出側はブレーキ圧増圧弁６を介してホイールブレーキ４に接続され
ており、かつ、分離弁３を介してマスタブレーキシリンダ２に接続されている。ブレーキ
圧増圧弁６とブレーキ圧減圧弁８とは、良好な制御能力を有する比例弁である。
【００１９】
　２つの各ブレーキ系統Ｉ，ＩＩは液圧ポンプ９を有している。２つのブレーキ系統Ｉ，
ＩＩは電気モータ１０によって駆動可能である。液圧ポンプ９の吸込み側は、ブレーキ圧
減圧弁８に接続されている。液圧ポンプ９の吸込み側には、ブレーキ液の収容及び一時的
な貯蔵のための液圧貯蔵器１１が設けられている。ブレーキ液はブレーキ圧減圧弁８の開
放によりスリップ制御中にホイールブレーキ４から流出する。
【００２０】
　ブレーキ圧増圧弁６とブレーキ圧減圧弁８とは、ホイールブレーキ圧調整アッセンブリ
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を形成する。このホイールブレーキ圧調整アッセンブリによって、液圧ポンプ９の駆動時
には、スリップ制御のためのホイール個々のブレーキ圧制御が自体公知の形式（本願明細
書においては説明しない）において可能である。分離弁３はスリップ制御時に閉鎖される
。つまり車両ブレーキ装置１は液圧に関してマスタブレーキシリンダ２から分離される。
【００２１】
　各ブレーキ系統Ｉ，ＩＩにおける吸込み弁２５を通じて、液圧ポンプ９の吸込み側はマ
スタブレーキシリンダ２に接続可能である。吸込み弁２５は通電されていない基本状態に
おいては閉鎖された２ポート／２位置磁石弁である。これらの２ポート／２位置磁石弁が
開放されると、液圧ポンプ９はブレーキ液を直接マスタブレーキシリンダ２から吸い込む
。これによりマスタブレーキシリンダ２が操作されていない若しくは車両ブレーキ装置１
に圧力がない場合、液圧ポンプ９による比較的迅速なブレーキ圧形成が可能である。
【００２２】
　車両ブレーキ装置１を備えた自動車は、１つ又は複数の車両ホイールを駆動する１つ又
は複数の電動モータ１２を有している。例えば、図面に２つの電動モータ１２を示す。こ
れらの電動モータ１２は１つの車両アクスルの２つの車両ホイール、本実施の形態におい
ては２つのフロントホイールを駆動する。駆動は共通の電動モータによって行うこともで
きる。付加的には、自動車の駆動のために内燃機関（図示せず）が設けられていてよい。
このような自動車はハイブリッド車両と称呼される。
【００２３】
　マスタブレーキシリンダ２はブレーキ力倍力装置１３、本実施の形態においては、電気
機械式のブレーキ力倍力装置１３を有している。このブレーキ力倍力装置１３は電気モー
タ１４によって、ブレーキペダル１５を介して供給される筋力と共にマスタブレーキシリ
ンダ２を操作する補助力を形成する。記号で示した電気モータ１４はブレーキ力倍力装置
１３内に組み込まれている。電気モータ１４はロータ式のモータであってよい。このロー
タ式のモータの回動運動は伝動装置を介して減速され、マスタブレーキシリンダ２の操作
のために並進的な運動へと変換される。電気リニアモータ又は電磁石を備えたブレーキ力
倍力装置１３の実施の形態も可能である。
【００２４】
　ブレーキ力倍力装置１３及び電動モータ１２を含めて車両ブレーキ装置１の制御のため
に、電子的制御機器１６が設けられている。力センサ１７によってブレーキペダル１５に
加えられるペダル力が測定可能であり、ストロークセンサ１８によってブレーキペダル１
５の位置、速度又は加速度も測定可能である。
【００２５】
　ブレーキペダル１５の操作時に、走行状態が許す限りであって、特に車両速度が十分に
高い場合に、電動モータ１２はジェネレータとして運転される。形成された電流は、アキ
ュムレータ（図示せず）に蓄えられる。車両ブレーキ装置１のブレーキ作用は、ジェネレ
ータとして運転される電動モータ１２により高められる。補償のために、１つ又は複数の
ブレーキ圧減圧弁８は開放され、ブレーキ液は接続されているホイールブレーキ４から流
出し、液圧貯蔵器１１に流入する。有利には、ブレーキ圧減圧弁８は開放される。ブレー
キ圧減圧弁８に接続されているホイールブレーキ４は、電動モータ１２によって駆動され
、ジェネレータモードにおいて制動される車両ホイールを制動する。これにより車両ホイ
ールへのブレーキ力分配は、ジェネレータモードの電動モータ１２を用いない車両ブレー
キ装置１によって得られている場合と同じに保持されたままである。ブレーキ圧減圧弁８
は、上述のように比例弁であり、ホイールブレーキ４におけるホイールブレーキ圧を、ジ
ェネレータモードの電動モータ１２に起因するブレーキモーメントによって補償するか、
又はほぼ補償するように制御することができる。ジェネレータモードの電動モータ１２の
ブレーキ作用がない、つまりブレーキ圧減圧弁８の開放によるブレーキ圧の低下がなくペ
ダルストロークが同じ場合に作用するペダル力と同じペダル力又はいずれにしてもほぼ同
じペダル力がブレーキペダル１５に作用する程度に、ブレーキ力倍力装置１３の倍力要素
は減じられる。つまりペダルストローク及びペダル力は少なくともほぼジェネレータモー
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ドの電動モータ１２を用いない制動時と同じであり、車両運転者は、ブレーキ作用の一部
が車両ブレーキ装置１ではなく、ジェネレータモードの電動モータ１２に基づいているこ
とには気づかない。このいわゆる「ブレンド」、つまり車両ブレーキ装置１及びジェネレ
ータモードの電動モータ１２のブレーキ作用の配分の制御は、車両運転者に気づかれずに
行うことが望まれる。
【００２６】
　ジェネレータモードの電動モータ１２のブレーキ作用に対する車両ブレーキ装置１のブ
レーキ作用の配分の比率は制動中に変動する。例えば電動モータ１２のブレーキ作用が減
るという理由から、車両ブレーキ装置１のブレーキ力を高める必要がある場合、このこと
は、ブレーキ力倍力装置１３の倍力要素の変更及び／又は液圧ポンプ９を用いたブレーキ
圧の上昇により行うことができる。ブレーキ圧を上昇させるために、吸込み弁２５を開放
することができるので、液圧ポンプ９はブレーキ液をマスタブレーキシリンダ２から吸引
する。液圧貯蔵器１１内のブレーキ液が十分でない場合、吸込み弁２５を開放する必要が
ある。液圧ポンプ９の圧力脈動によるマスタブレーキシリンダ２への反動を回避するため
に、分離弁３を閉鎖することができる。上述の圧力脈動はブレーキペダルにおいて感知可
能である。圧力脈動は、一般的に使用されるピストンポンプの構造上制限された断続的な
圧送形式により発生する。
【００２７】
　スリップ制御装置を備えた車両ブレーキ装置１には、ブレーキ圧減圧弁８と液圧貯蔵器
１１とが設けられている。ブレーキ圧減圧弁８と液圧貯蔵器１１とによって、ホイールブ
レーキ４におけるホイールブレーキ圧を下げることができる。したがって本発明に係る方
法は、付加的な液圧式の構成部分を必要としない。
【００２８】
　電気機械式のブレーキ力倍力装置１３は、例えば倍力要素の、負圧式ブレーキ力倍力装
置よりも簡単な制御を可能にする。したがって、電気機械式のブレーキ力倍力装置１３は
有利になる。電気機械式のブレーキ力倍力装置１３のさらなる利点は、マスタブレーキシ
リンダ２の操作に相対する力をブレーキペダル１５へ供給できる点にある。これはブレー
キ力倍力装置１３の負の倍力要素と理解することもできる。これにより、ブレーキ圧がブ
レーキ圧減圧弁８によって通常のペダル力に比べて著しく減じられるので、車両ブレーキ
装置１内のブレーキ圧が通常のペダル力をもたらすために著しく低い場合には、ブレーキ
ペダル１５に通常のペダル力を形成することが可能である。
【００２９】
　図２に、電気機械式のブレーキ力倍力装置１３の実施の形態を簡潔に概略的に示す。ブ
レーキ力倍力装置１３はブレーキペダル１５にヒンジ式に接合されていて、ブレーキペダ
ル１５に加えられる筋力を、リアクション反応ディスク２０を介して押圧ロッド２１に伝
達可能であるピストンロッド１９を有している。押圧ロッド２１は一般的に、図２に示し
ていないマスタブレーキシリンダ２のピストンを加圧する。さらにブレーキ力倍力装置１
３は、電気機械式のアクチュエータ２２を有している。このアクチュエータ２２によって
も同様に、リアクションディスク２０を介して補助力が押圧ロッド２１に伝達可能である
。補助力はアクチュエータ２２によって形成される力である。力形成のための電気モータ
１４を記号を用いて示す。電気モータ１４はリニアモータであってもよい。同様に補助力
形成が電磁石（図示せず）によっても可能である。リアクションディスク２０は、ペダル
ロッド１９からの筋力及びアクチュエータ２２によって形成される補助力を押圧として押
圧ロッド２１に伝達するゴム弾性的なボディである。したがって、ブレーキ力倍力装置１
３からマスタブレーキシリンダ２への力伝達は、マスタブレーキシリンダ２の操作という
点においてのみ可能である。
【００３０】
　ブレーキ力倍力装置１３のアクチュエータ２２によって、操作方向に相対する上述の力
をピストンロッド１９に加えることができるように、ブレーキ力倍力装置１３は切換え可
能なクラッチ２３、例えば磁気クラッチ又は電磁クラッチを有している。図２に示す実施
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の形態において、クラッチ２３によってアクチュエータ２２は押圧ロッド２１に接続可能
であるので、マスタブレーキシリンダ２の操作方向に相対する、つまり図２において右側
に作用する力は、アクチュエータ２２によって、クラッチ２３、押圧ロッド２１及びリア
クションディスク２０を介して、ブレーキペダル１５にヒンジ式に接合されているピスト
ンロッド１９に供給可能である。所望の大きさのペダル力をブレーキペダル１５にもたら
すために、車両ブレーキ装置１内、ひいてはマスタブレーキシリンダ２内の液圧が十分で
ない場合、クラッチ２３はアクチュエータ２２によって、マスタブレーキシリンダ２の操
作方向に相対するペダル力を形成することができる。これにより、車両ブレーキ装置１内
の液圧がジェネレータモードの電動モータ１２のブレーキ作用の補償のために減じられて
いても、一般的若しくはペダルストロークに基づく通常のペダル力を常に形成することが
可能である。マスタブレーキシリンダ２に圧力がない状態においてですら、基本的に任意
の大きなペダル力を、ブレーキ力倍力装置１３のアクチュエータ２２によって形成するこ
とができる。
【００３１】
　クラッチ２３は、閉鎖されると、一般的にマスタブレーキシリンダ２の操作方向に相対
する力をアクチュエータ２２によってペダルロッド１９に伝達可能であるエレメントと理
解することができる。クラッチ２３は図示の実施の形態とは異なり、例えばクラッチ２３
がアクチュエータ２２をペダルロッド１９に接合するように配置することもできる。有利
には、クラッチ２３によって伝達可能な力は制限されていて、クラッチ２３が閉鎖されて
いる場合のマスタブレーキシリンダ２の筋力操作は、アクチュエータ２２が停止していて
も、又はアクチュエータ２２の相対する力を操作していても可能である。制御のために、
力センサ１７及びストロークセンサ１８の他に位置センサ２４を有している。位置センサ
２４によって、アクチュエータ２２に対するペダルロッド１９の移動量を測定可能である
。クラッチ２３はアクチュエータ２２に対するピストンロッド１９の移動時であっても接
続可能であるように構成されている。
【図１】 【図２】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項２】
　前記電動モータ（１２）のジェネレータモードにおける制動時に前記マスタブレーキシ
リンダ（２）を操作する筋力及び／又は操作ストロークと前記自動車の減速との関係が、
前記電動モータ（１２）のジェネレータモードでない制動時と同じであることを特徴とす
る、請求項１記載の方法。
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